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1.は じ め に
2000年 以来,交 通産業全般にわたる規制緩和政策が急速に推 し進 められ,社 会的にも大きな
インパク トを与えている。その影響は多方面に及ぶが,本 稿では,特 に現在進あられている地方
財政改革との関連か ら,地 方経済 と,そ れと密接な関係を持つ高齢化社会の到来 との関わ りとの
観点か ら,交 通規制緩和政策のもたらした社会的問題性について分析 してみたい。まず,次 第で
地方経済のも?今 日的意義を検討 した上で,第3節 において,高 齢化社会の到来 と,そ の意味に
ついて,地 域経済 との関わりから考察を進める。さらに,第4節,第5節 で,地 方経済における
関係性か ら,そ のつながりの強いバス ・タクシーの規制緩和政策推進後の状況について実情を紹
介 し,最 後に今後のあるべき姿を提示したい。
2.地 方の時代 の到来 と地方交通
(1)戦 前から戦後にかけての地方自治の位置づけ
地方の時代 といわれて久 しい。地方の重要性は昔か ら主張されてきた。たとえば,米 国の トク
ビルは,そ の有名な格言である 「堆方自治は民主‡義の学校である」 という言葉を残 した。中央
政府に対 して,地 方政府は地元住民の生活に密接 した生活需要を満た し,ま た,そ の多様な要求
を調整 していかなければならない。この多様性の中での調整 ということが,ま さに民主主義の実
践であるというわけである。
しかし,戦 前の日本では地方主権などは全 く想定されていなかった。明治維新後,国 際情勢が風
雲急を告げる中で,中 央政府の強力なリーダーシップの下,早 急に欧米列強に追いつ く必要性から,
外貨,人 材など,稀 少な資源を国家として有効に生かすべ く,そ の政治的意思決定過程を中央に
集中させたのであった。そのため,戦 前の憲法には地方自治に関する規定は設けられていない。
これが,敗 戦を機に,一 気に体制変換が図 られる。戦後,日 本において民主主義の理想を体現
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すべ く,米 国の若い学者群が,新 しい国家建設に乗 り出す。すなわち,シ ャウプ財政改革である。
シャウプは,戦 後まもなく来 日し,日 本の当時の状況を詳 しく視察 した上で,戦 後 日本のあるべ
き税制のあ り方を提言 した。これは,主 に2つ の面で戦後 日本の財政構造を形作 ったが,そ の一
つが地方 自治の充実であるω。
シャウプは,自 らの もつ民主主義の理想を戦後 日本に体現させようとした。その上で,1民主主
義における地方自治の重要性を強 く認識 し,そ の機能を十全たるものとするために,地 方財源の
充実を図ろうとしたのである。その一方で,戦 後新 しく作 られた憲法にも,地 方自治に対する項
目が設けられた。 こうして,地 方自治の未来は明るいものとなるかと思われた。
しか し,改 革直後の1950年 代初頭に発生 した深刻な不況の中で,地 方財政は深刻な危機を迎
えることになる。財政破綻に瀕 した地方 自治体が続発 し,こ のまま放置すれば,地 方行政は大混
乱 に陥ることが危惧 された。 この危機から脱するべ く,中 央政府は再び強力な リーダーシップを
発揮することが求められ,中 央集権の復活に向けたいくつかの改革が行われた。 この結果,戦 後
の地方政策は,一 応形式的には地方分権の形をとりなが らも,実 質的には中央集権型の構造を も
つ ものとなった②。
② バブル崩壊後の財政破綻の中での 「地方の時代」の論議
プ ラザ不況後 の政策的対応 の中か ら生 じ,未 曾有の 「狂乱景気」 を引 き起 こしたバ ブル経済が
1990年 に崩壊 した ことは,様 々な面 において,戦 後 の 日本経済 を支 え てき た シス テム の変 容 を
迫 る もの とな った。
日本 の財 政は,戦 争 によるイ ンフ レに対す る反省 か ら長 らく遵守 されて きた均衡財政主義 か ら
福祉国家路 線へ と転換を遂 げた こと,田 中角栄政権 の 日本列島改造計画 など,ケ イ ンズ的景気 浮
揚政策 としての公共事業政策 の推進,そ して1973年 のオ イル ショックによ る戦 後 初 の マイナ ス
成長 な どの影響 によ り,1970年 代か ら恒常的 に赤 字財政化 して い った(そ の結果,い ま や700
兆 円を超 え る累積赤字を抱え るに至 った)。
しか し,プ ラザ合意後のバ ブル景気 の発 生 によ り,一 時は単年 度の財政が黒字化す るまでに事
態 は改善 してい く。 この時点 で,そ れ以前,す なわち1980年 代 に入 ってか ら,米 国 に端 を発 す
る新保守主義 の流れ にそ って,中 曽根政権 下で進 め られていた公営企業の民営化 などの財政改革
(1)も う一つは,直 接税を中心とした税体系の構築である。 シャウプは,納 税行為を,時 の政権の政策に.
対する是非を問う投票行為であるとみなした。国民が納税するということは,時 の政権の政策に対 して
賛意を示 しているのであり,も し不服であるならば,納 税を拒否することで,そ の意思表示をするもの
であると考えた。その後,実 際に米国カリフォルニア州で,こ のような納税拒否行動が起こり,全 世界
の注目を集めることになった。この納税拒否行動を 「納税者の反乱」 と呼んでおり,シ ャウプの納税行
為を投票行為 とみなす考え方を 「納税者民主主義」と呼ぶ。
(2)具 体的には,後 述するように,地 方交付税交付金や補助金の交付を通 じた中央政府の地方政府に対す
るコントロールがある。地方交付税の場合には,各 地方自治体の置かれた特殊な状況を加味 して配分額
を調整する際の 「補正率」の設定に際 して裁量権が働いてくる余地が生まれ,地 方政府を中央政府の意
向に従わせるための方策となる。 また,補 助金については,補 助金の支出決定権 自体が行政裁量に基づ
いているものがあり,こ れが中央政府の権限強化のために使われているという報告がある。たとえば広
瀬道貞 『政権党と補助金」など。重森暁は,こ のような間接的な形での中央集権のあり方を 「柔らかい
中央集権」と呼んでいる。
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が継続的に行われていたならば,そ の後経験するような 「失われた十年」や,今 日にまで至る長
期経済不況の影響は,こ こまで深刻にはならなか ったかもしれない。 しか し,好 況期はとかく経
済改革が鈍るものである。こうして,こ の時期改革が進まず,む しろ財政規律が緩慢なものとなった
ため,1990年 にバブル経済が崩壊 してから後は,財 政赤字は一気に急増の一途をたどることになる。
1990年 代はまさに日本経済にとって 「失われた十年」であった。 この間,確 かに好不況の波
は存在 したけれども,実 感として好景気を経験 したということはなかったのではないか。反面,
米国経済はこの間,「 ニューエコノミー」 と呼ばれるような,ゴ ールデ ン ・シックステ ィーズ




ここに,バ ブル崩壊後,盛 んに提唱されるようになった 「地方の時代」というスローガンのも
つ別の意味合いが垣間見えて くる。それは,マ ルクスの有名な言葉になぞらえれば,「 中央か ら
の二重の自由」 ということになろう。すなわち,地 方政府は,中 央政府か らのコントロールから
自由になると同時に,自 らが破産することになるという 「自由」を も手に入れることになったの
である。
つまり,「地方の時代」 というのは,そ のまま肯定的にとれば,地 方の自主独立性 を活か し,




次 に,国 際化 の進展 と地方経 済の関わ りにつ いて考 えてみよ う。1985年 の プラザ合 意以 降,
経済 の国際化 は急速 に進ん だ とい って よいだ ろう。 こ うした国際化 の進展 は,経 済構造の抱え る
リスクを増大 させ る方 向に進 んでい る。 それ は,一 つ には,情 報化 の進展 に より,世 界中 の情報
が瞬時 に様 々なメデ ィア媒体 を通 じて世 界各地 に送 られ るため,そ の情報 に反応 して,為 替 レー
トの動 き も激 しい振 幅を伴 い うるようにな ったことが ある③。
(3)為 替 レー トの動きの振幅が激 しくなったのにはいくつかの理由が考えられる。1つ は,情 報化 の進展
により,各 企業の為替変動 リスクへの対応のたあに,コ ンピューターによるプログラミング売買が行わ
れるようになったことが挙げられるだろう。従来は人が実際に為替 レー トの変動をモニターし,適 切な
タイミングで売買を行 ってきたのだが,為 替 レー トが24時 間,各 国の外国為替市場の連動によって動
いている状況に完全に対処することが,肉 体的限界か らいって不可能なことであった。この限界性を情
報技術によって克服 したという意味では大変画期的なものであった。 しかし,こ のシステムはデメリッ
トもある。他社とあまりにも違 うプログラムを組んで一社だけが大損をするということを避けるために,
どの取引主体 も皆,同 じような為替変動 リスクに対するプログラムをつくるために,い ったん為替 レー
トがある方向に動き始めれば,そ の方向を促すような形で,一 斉に為替の売買がプログラムによって行
われ,為 替変動の振幅の程度が大きくなることになる。第2の 為替変動の振幅が大きくなったことの理
由としては,プ ラザ合意以降,各 国が協調 して経済政策をとるようになったことがあげられるだろう。





に果たす地方経済の重要性について,;こ では以下のような2つ のポイン トを提起 してみたい。
一つは,進 化論的な立場になぞらえて,地 方経済の重要性 を論 じることである。すなわち,
現在のような東京型の経済スタイルに全面的に依存するような経済スタイルでは,変 化に対 して極
めて脆弱な構造をもっているということである。環境保護政策の中の大きな政策課題の一つに 「生
物の多様性の保障」 ということがある。生物が全体 として,気 候や周辺環境 の変化などを乗 り




た とき,東 京型の経済スタイルしか存在 しなければ,変 化に対応する選択の幅が狭ま り,そ れだ
け適応能力 ・生存能力が低下 してしまうことになる。全国各県がそれぞれ独特な経済スタイルを
もっていれば,国 際経済の変動に対 して,か なりの確率で,そ の変化に対応する経済 システムを
地方経済の中に見出すことになり,そ れが他の地域のアブゾーバーとして機能することによって,
一国の経済は生存可能性を高 く維持す ることができるだろう。
また,地 方 と海外の諸地域との関係構築の方が,国 としての機関と海外諸地域との関係構築よ
りも,国 家間関係に伴 う諸手続きに従わずに済むという点においてより自由度が高い。そのこと
か ら 「グローカライゼーション」 という考え方④をより積極的 に実践的に取 り入れ ることが,
日本の国際化により大き く役立つということができるだろう。
このように考えてみれば,地 方経済が経済の国際化の中で果たす役割がこれまでになく重要な
ものとな っていることが理解できる。 したがって,国 際化の時代においては,地 方経済をどれだ
け充実させることができるかということが,国 家としての政策課題 として,再 び強 く認識されな
ければな らない。
(4)地 方経済の活性化 と交通政策
これまで述べたように,現 在,地 方経済は,国 際化の進展によって,こ れまでにない,新 たな
意味合いにおいて需要性を増 している。そ して,地 方経済を今後活性化 させていく上で,様 々な
意味において重要な役割を担 うべき存在として注目されるべき分野が交通なのである。
ここで,交 通が地方経済に果たす今日的役割について,整 理 しておきたい。
まず,何 よりも産業基盤(イ ンフラス トラクチャー)と しての交通の役割がある。交通の利便性
は,企 業活動の優位性を獲得する上で非常に重要である。資材の搬入や完成品の搬送を行 ったり,
(4)グ ローカリゼーションとは,GlobalとLocalと いう二つの単語を結合 させたものである。具体的に






るものとなっている。この点において,交 通のあり方 というものが,企 業戦略上,こ れまでにな
く高 く評価されるべき状況 となっている。
次に,生 活基盤としての交通の役割である。人にとって生活 しやすい環境が形成 されることに
より,そ の地域の人口が増加 し,市 場 としての魅力が高まる。 そして,そ れが企業の進出を招く
という,好 循環構造が形成 される。 この住みやすさにとって重要なファクターとなるのが移動の
しゃすさ,交 通の便である。 この場合の交通の便 とは,当 該地域内の移動だけにとどまらず,首
都圏をはじめとした他の地域 との交流可能性 も当然かかわって くる⑤。





近年 に至 るまで,交 通産 業は,そ の公共性 に鑑 み,過 当競争 によ ってその本来の役割で ある安
全かつ公共性 の高 い ロー カル路線の運行維持 が妨 げ られないよ う,規 制 による保護が なされてき
た。 つま り,需 給規制 の実施で ある。需給規制 とは,新 規参入 を制 限 し,既 存の業者 の収益 を安
定 した もの とす る見返 りと して,そ の収益 の中か ら,も ともと採算 を とることが難 しい ものの,
公 的需要 が大 きい ロー カル路線 の運行 を行 った り,交 通産業 の基本 的要請事項で ある安全 の確保
のための投 資に回 させ るという ものである。 しか し,こ の保護 政策が,実 際 にはうま く機 能 して
お らず,交 通産業 は,規 制 の保護 に甘 えて適切 な努力 をせず,消 費者は高 い運賃 を払 っているに
もかかわ らず,劣 悪な サー ビス しか受 け られない とい う事 態が問題 とされ るよ うにな って きた。
また,同 時 に国際化が進 み,い わゆ る 「グローバル ・スタンダー ド」⑥ とい った こ とが求 め られ
(5)地 方へのUタ ーン,1タ ーンに対する高齢者層の関心は相変わ らず高い。 この都市に住む高齢者層の
Uタ ーン,1タ ーンは,今 後の地方経済の発展につながる大きな可能性を与えることになる。なぜなら,
今後,高 齢化社会に移行 していくにしたがって,高 齢者に関わるようなサー ビス産業の発展が期待され,
そうした商品開発 において,都 市の多様な企業経験をもつ高齢者の地方への移住は,当 該地域に対して
効果的な触媒機能をはたし得るものと考えるからである。 この際問題となるのは,地 方へのUタ ーン,
1タ ーンに対する障害 となっているものの一つに配偶者の反対があることである。旧国土庁の調査では,
これが主要な障害の1つ に挙が っている。この際,都 市部 との交通手段が便利なものとして確保 されて
いれば,こ の種の心理的抵抗感はかなりの程度まで払拭しうるものと考え られる。このような心理的な
効果に関しては,「直行便効果」といったような言葉で言い表されている。
(6)こ の 「グローバル ・スタンダー ド」 という言葉 も,よ く考えれば,ど ういうものであるかは得たいが
しれず,漠 然としたものである。あえて言えば,欧 米型基準とでもいうべきであろうか。 しかし,こ の
言葉が国際的に流布される背景には,欧 米型の経済スタイルが絶対的に優れているという前提があるが,
果してそう単純に言い切れ得るかどうかははなはだ疑問なところがある。たとえば,日 本的経営の代表
的なものの1つ とされている 「終身雇用制」についても,こ れを高 く評価する動きは,ト ヨタ自動車の
会長である奥田氏をはじめ,超 優良企業の経営 トップの間でもあ り,か つ学問的にも,終 身雇用制を維
持できる企業は収益性が高 く,優 良であるという調査結果もだされている。 したがって,こ のグローバ
ル ・スタンダー ドをめぐっては,拙 速にこれを導入することによって,日 本がもつ優位性を放棄するこ
とのないように注意 しなければならない。
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るような情勢の中で,日 本が行っているような規制政策ほ,国 際的な自由化政策(7)にそ ぐわな
いものとして,こ の面からも非難されるようになる。
こうして,日 本でも規制緩和政策,自 由化政策が行われていくことになるが,中 曽根政権下で
推 し進め られつつあった規制緩和政策は,バ ブル経済の発生によって,そ の内実を奪われてい く
ことになる。 この時期は,「範囲の経済性」(8)の追求 として,グ ループ戦略が脚光 を浴びていた
ときであ り,厳 しい競争環境の中で個々の企業のあり方を徹底的に見直 してい くという奮囲気で
はまった くなか った。
しかし,バ ブル崩壊によって,企 業はいやおうな く,戦 略の転換を図 らざるを得なくなる。政
府も,本 腰を入れて規制改革を断行 し,競 争促進によって企業の国際競争力の向上を目指すよう




こう して,2000年 に入 り,交 通産業 全般 にわた って,需 給調整 規制 の撤 廃 を主 と して,こ れ
までにな い,大 幅な規制改革 が行われて い く。
この,長 引 く経済不況 を乗 り切 るため の,企 業の競争力 向上 のための競争促進 政策 は,あ る面
で交通 産業 にいい意味 での刺激 を与 え,料 金 の引 き下 げな ど,消 費者便益 を向上 させた ことは確
か である。 しか し,そ の結果 については,短 期的視 点 と長期的視点 にわけて論 じる必 要があ るだ
ろう。短期 的 には今述べ たよ うに,料 金な ど,サ ー ドス面での向上 によ って,消 費者 は確 か に規
制緩和 ・競 争促進政策の恩恵 を被 った とい うことを実感で きよ う。 しか し,長 期 的な観点にたて
ば,こ う した状況が どこまで持続 的であ りうるのか とい う疑問が生 まれ て くる。 実際に,こ の規
制緩和政策 に よる競争 の激化 は,こ れまで規 制によ って行 われて きた内部補助体制 によ るローカ
ル線運行体 制を瓦解 させ,公 共交通機 関の弱体化 を招き,地 方経 済の弱体化 のみな らず,環 境 問
題 の深刻化 を も懸念 させ ることにな った とい う事実 があ る。
鉄道 やバ スな ど,公 共 交通機関が,地 方人 口の減少 や競争の激化によって衰退すれば,マ イカー
(7)こ の国際的な自由化政策の原点は,1970年 代からの米国に求めることができる。米国では,規 制当
局の レソトシーキング(許 認可権限に基づく利益追求)に 対 して,健 全な政府のあり方に戻そうとする
取り組みから,「小さな政府」の追求の過程において,米 国経済活性化のための手段 として規制撤廃政
策 ・自由化政策が実行 されてい く。この流れが特に強 く形成されたのがレーガン政権下であり,「 新保
守主義」として,当 時,欧 州では英国のサッチャー首相,日 本では中曽根首相 との間の朋友関係によっ
て国際的に伝播されていくことになる。この点については,拙 著 『航空の規制緩和」(勤 草書房)を 参
照 されたい。
(8)企 業が,そ の製品の付加価値を高めるために,周 辺産業を自社の組織の中に取 り込み,総 合力を高め
ることを言 う。具体的には,航 空会社が,旅 行会社やホテル,レ ンタカー会社やカー ド会社をその傘下
におさめるようなものである。 しかし,こ のような経済性の追求は,組 織の肥大化を招き,組 織内の規
律を緩めるとともに,何 がその企業の本当の強みなのかという 「コア ・コンビテンス」を見失わせるも
のとなる。その反省か ら,バ ブル崩壊以降は,情 報技術の進展もあいまって,な るべ く小さい単位での
組織による独立 した経営を目指すようになった。
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に対する依存度はますます大 きくなって くる。マイカー主体の移動になれば,大 きな駐車場を備
えた郊外大型店に対する需要がどうしても大きくなる。そして,そ の結果,各 地方都市の駅前商
店街などが寂れることになってしまうのである。 これに対 しては,100円 バスの運行など,様 々
な対策が行われているが,こ れについては,バ スについて述べた節で詳 しくのべることとしたい。
公共交通機関が衰退 し,そ れにともなってマイカーに頼 らざるを得ない状況になればなるほど,
環境問題上の課題が大 きく現われて くることになる。マイカーは最も環境に対 して負荷を与える
ものである。たった1人 の移動のために,非 常に多 くの路上面積をそのために確保 しなくてはな
らなくなるからである⑨。
マイカーの利便性は,い うまで もなく誰でもが実感 していることであろう。経済学者の中には,
マイカーが環境問題上最大の問題を引き起こしている現状に鑑み,そ の存在を全面的に否定する
人々もいるが,か といって,そ の利用を全面的に禁止することは,実 際にその利便性を誰もが知っ
てしま?た 現在においては,全 く無理な理想論であるとしかいえないのではないかと考え る㈹。
とはいえ,環 境は地方のもつ貴重な資源である。最大の資源の1つ であるといっても過言では
ないだろう。 この地域の固有資源である環境をどのように守 っていくかということは,今 後の地
方政策において非常に重要な課題である。特に,都 市部と違って,公 共交通機関の存立が根本的
に成立 しないような地方においては,マ イカーにおける環境破壊が,高 齢者に対する移動権の保
障 とともに,な おさら重要な課題 となるであろう。
また,環 境問題を推 し進めるためには,マ イカーの利用を抑制 しなければならないが,そ のマ
イカーを生産 している自動車産業 自体が,実 際に日本経済を支えているという現実 も直視 しなけ
ればならない。
確かに自動車産業は,現 状のままでは将来性は暗いということを真剣に見据え,環 境問題に対
する取 り組みを積極的に進めている。たとえば,リ サイクルに対する企業の枠を超えた取 り組み
を組織 し,行 っているし,水 素エネルギーをは じめとして,新 しい,環 境に優 しいエネルギーの






イ リイチの名前を挙げることができるだろう。イヴァン・イリイチは,自 動車の存在を全否定 し,自 転
車を全面的に利用することを提唱しているが,そ のようなことは果たして現実的に可能だろうか。この
ことは,環 境政策全般に対するディープ ・エコロジーの立場に通 じるものがある。ディープ・エコロジー
とは,ウ ィリアム ・ホールデンがその作品で描いたような 「森の生活」に帰れといった,現 代文明を根
本から否定する立場である。その極論にいたれば,人 間存在自体が環境に負荷を与えているとして,人
間存在自体を否定 しようということになって しまっている。 このようなことは,論 理の転倒であるよう
にしか思われてならない。環境政策を論 じる上では,何 よりも,人 間のもつエゴとの折 り合いをどのよ
うにつけていくかという,よ り人間学的,社 会学的アプローチが必要であり,そ の点,環 境研究におけ




開発 をすす めている(")。 しか し,現 状 において,車 を発生源 とするCO2の 排 出が,CO2の 発 生
源 と して最大 シェアを とってい るということは間違 いのな い事 実で ある。
そ して,他 な らぬ,こ の 自動車産 業が,先 にも述 べたよ うに日本の リーデ ィング産業 であ る。
2002年 度 の収益 ランキ ングで も,ト ヨタが1位 を 占め,そ の他 日産,ホ ンダ も上 位 に食 い込 ん
でい る。
リーデ ィ ング産業で あれ ば,当 然 なが ら,そ の政 治的発 言力 も大 きな もの とな る。政府 と して
も,自 動 車産業 の意向 を最大限尊重 しなが ら,政 策運営 を行 っていかな けれ ばな らない('2)。
この交通 にお ける環境 負 荷 を減 ら して い く上 で,現 在 政策 上 で推 し進 め られ つつ あ るの が
TDM(TrafficDemandManagement:交通需要管理)で ある。
これまでの交通政策 は,渋 滞解消 のためには道路 をよ り多 く供給 す ることによ って事態 を解決
しよ うと して きた。 た とえ ば,東 京都 と千葉 県の間 の湾岸線 については,そ の渋滞の解消を はか
るべ く,第 二 湾岸道路 の建設の必要性が主張 されて きた。 しか し,も しこの第二 湾岸 道路が開通
すれ ばど うな るか。 その結果,こ れ まで渋滞 して いるか ら東京 に行 くのに車 を使 わない と思 って
いた人 々が車 を使 うよ うにな り,渋 滞の緩和 にな らないどころか,む しろ交通量 が増加 す ること
によ って,環 境 負荷が高 ま って しまうという事態が予想 され る。つ ま り,「 潜在 的需 要」 の顕 在
化 であ る。
また,仮 に東京都 と千葉県 の間の道路のキ ャパ シティが増加 したと して も,東 京都 内の首都 高
速道路 を初 め とする道路供給 がそれ に見合 う もの とな らな けれ ば,東 京 まで はスムーズに来 るこ
とがで きて も,都 内に入 ってか らの渋滞が ますます激 しい もの とな って しま うと い う問題 が 生
じる。
こ うして考え た場合,交 通需要 その ものを抑えてい くことが重要であ るということが,近 年 改
めて強 く認識 され るよ うにな り,TDMと して公共 交通機 関の積極的な利用促進を図 るようにな っ
たのであ る。 また,こ の面 において も,情 報化の進 展が,TDMを め ぐる政策 の実現 可 能性 を高
め そきた ことは間違い ない。 このTDMに つ いて も稿を改めて論 じることと したい。
(7)小 括
以上,地 方経済と交通政策の関係性について検討 してきた。情報化など,大 きな社会変動の中
で,地 方行政は新たな役割追求を求められている。そして,そ の際にキーをなるのが交通政策の
あ り方である。財源問題か らはじまり,規 制のあり方など,非 常に重要な政策課題がここには関
係 して くる。それらを解決 し,次 世代への道を開いていくためには,そ の政策実効性に鑑み,人
間の本能に基づいた持続的な政策形成を行 っていく必要がある。
(11)水 素エネルギーの可能性 についてはかなりの本が出版されている。たとえば,『 水素エコノ ミーの時
代』など。水素エネルギーの利点は,燃 焼 しても二酸化炭素が生 じず,代 わりに水が生 じるだけである
ということである。2H2+02→2H20











また,延 命化が進めば,そ れだけ医療支出も増えてい くことになる。特に近年の医療の現状は,
高額医療機器の導入などにより,医 療費の高額化が進んでいる。その一方で,財 政は,前 節でも
見たように,今 後ますますその逼迫度合いを高めてい くものと思われる。なぜならば,そ れだけ
社会の変化が激 しく,そ れに適切に対応 していくための公的需要 も急激 に増大 してい くか らで
ある。
高齢者の医療費を削減 しつつ,高 齢化社会を乗 り越えてい くためには,高 齢者の健康(こ の場
合,WHOの 定義するように,精 神的健康と身体的健康の両面を含むこととする)を 維持 し,高
齢者ができるだけ長 く働き,あ るいは生き甲斐を見出せるような環境を整備 していくことが求め
られる。
そのためには,定 年年齢の引き上げや,高 齢者に対する雇用機会の創出を図っていかなければ
ならない。定年年齢の引き上げは,一 見,こ れまでの企業戦略と逆行 しているように見えるかも
しれない。 しか し,次 に述べるように,今 後の日本のあるべき産業形態 というものを考えてみれ
ば,そ の合理性について,理 解を得 られるのではないかと考える。また,生 き甲斐創出のために,
旅行など,新 たに自分を見つめなおすための機会の提供 も重要であろう。人は日常の空間とは異
なる環境におかれることによって自らの存在を客観的にみつめなおすことができ,そ こか ら自ら
の可能性を新たに見出すことができる。そ して,こ のことは,何 も若年.層の経験に限られたこと
ではないのである。よって,次 に見 るような産業振興上の要請 という面 に加えて,自 己実現のた
めの高齢者向けのツアー ・ビジネスの振興というもの も,今 後期待 されるところである。
(13)401Kプ ランの導入などは,そ の具体的な表れととらえられる。401Kプ ランとは,自 己責任によっ
て年金を運用 していくというのが,そ の基本的な考え方である。 しかし,こ こではまた新たな問題が生
じて くる。すなわち,自 己責任によって老後を考えるといいながら,も し投資に失敗 して高齢者が自ら
の生活を送れなくなった時,そ れを自業自得だとして政府は何の面倒も見な くてよいのかという問題で
ある。確かに,そ うだからといって,投 資で失敗 した人に対 しても保護を全面的に施すということにな
れば,そ こにモラルハザー ド(制 度の乱用によって,社 会的効率の低下が起こること)の 問題,あ るい
は自己責任とは何だったのかということになってしまう。 これは非常に解決の難 しい問題である。
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② これからの日本の新たな国際競争力の源泉 としての高齢者のノウハウ
今後,日 本 は産業の高度化(14)をさらに推 し進めることになるだろう㈹。 サー ビス産業 を中心
とする第3次 産業は,雇 用吸収力が高いという点において,雇 用政策上望ましい㈹。
サー ビス産業は付加価値形成の余地が大きい。 もともと最初の投資が少なくて済むからである。
要はアイデア次第 といった面が強い⑰。
サー ビス産業は,基 本的に人対人のサービスである。そうであれば,人 の感情の機微をいかに
商売 として汲み取 っていくことができるかどうかが,事 業として成功するかどうかのポイン トと
なって くる。その点において,高 齢者のもつ,人 生経験の豊かさは,サ ービス産業における企業
競争力を形成する大きな可能性をもつことになる。
このように,高 齢者の もつ豊富な人生経験 に基づ くノウハウをいかに社会的に還元 してい くか
ということが,今 後の社会政策上重要なことになって くるだろう。そ して,世 界でもいち早 く高
齢化社会の到来を迎える日本が,こ の面から,つ まり高齢化社会におけるサービス産業における




によってかえ って劣悪化 しているといって も過言ではない。それは何よりも,バ スやタクシーを
初めとする公共交通機関の衰退に見て取ることができる。
(14)社 会の産業構成比率が,そ の社会が成熟 していくにしたがって,第 一次産業か ら第二次産業,そ して
第三次産業へと移っていくことをいう。
(15)も ちろん,製 造業 における日本の技術優位性は今後 も変わらないとは考えている。それは,技 術の地
域性といった,技 術はどこでも同じような{生質をもって形成 されるわけではないといった考え方を前提
としている。筆者が以前,タ イのバ ンコクに進出している日本の自動車メーカーの工場でビアリングを
行った際,現 地の日本人マネージャーが語 ったことは,日 本人の繊細さによって生み出される技術 とい
うものは世界中でどの国も真似することができないものであるということだった。日本語の表現の多彩
さが注目されているように,四 季折々の変化によって触発されるような繊細な感情が,今 後 も技術開発
に反映されていくのならば,い かに空洞化の危機が叫ばれようと,日 本の技術競争力の未来は明るい。
しか し,そ のためには,も のづ くりの伝統継承システムの再生,日 本の大学における理数教育の成否が
大きな鍵を握 ることになるかもしれない。
(16)も ちろん,一 方で少子高齢化による労働力不足の問題が,日 本では今後深刻になって くることも考え
なければならないことは確かである。 しか し,そ れを考慮に入れて も,雇 用の供給 ということは,重 要
な政策課題であることは間違いない。
(17)し か し,現 状では,市 場を食い合う激 しい競争の中で,日 本のサービス産業の収益率は総体的に見て
低いレベルにとどまっている。
(18)こ うして考えると,現 在,政 府が行っているような高齢者の再雇用支援のあり方は早急に見直される
べきである。高齢者の再雇用支援のためにパソコン業務などを教育することは,確 かに家庭内での起業
や業務に役立つという意味では有効であるけれども,最 初に述べたように,高 齢者には動いて健康を保っ
てもらいたいという点,並 びに,パ ソコンができるとはいっても,よ ほど高度な技術を身につけない限
り,よ く言われるように,若 年層 との間で単純労働を奪い合うという事態になってしまう恐れがある。
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近年,交 通の安全性を確保するための措置の一環 として,高 齢者に対する車の運転免許の交付
条件を厳格化 しようという動きがある。たとえば,免 許の更新年齢に上限を もうけようといった
ことである。その一方で,2000年 以来の大幅な規制緩和によって,公 的必要性は高いけれども
採算性がとれない,い わゆる地方の 「生活路線」は,ま すます厳 しい状況にさらされることになっ
てしまった。
しかし,こ こで留意 しなければならないのは,こ うした路線の廃止の決断をしたことに対 して,
当該輸送業者を一方的に批判するのは問題があるということである。こうした生活路線の運行を
担 っているものの大抵は,民 間の企業である⑲。
民間企業にとって,最 大の使命は,出 資者への利益配当と,従 業員に対する雇用の確保である。
つまり,慈 善事業 として生活路線の運営を行っているわけではないということである。
公的事業は,も ともと民間企業が行 っては採算がとれないためにあえて公営にしたという経緯
がある(20)。地方路線などは,規 制などによって,こ れまでは内部補助体制によって何 とか経営
がや りくりできていたものが,そ れができな くなったため,や むを得ず リス トラを'行っていると
いうのが現状である。 さらに,路 線の廃止によって,乗 り継ぎの便の低下や便数の減少などによっ
て公共交通機関を利用する魅力が減少すれば,ま すます利用者が減 り,経 営が苦 しくなるという
悪循環の構造に陥ってい くことになる。
こうして考えるならば,生 活路線は公的負担によって支える必要性が広 く認知 され,早 急に実
践されていくべきであると考える。もちろん,こ こか らは,生 活路線運営の公営化や,公 的補助
の導入などによって経営が緩んだ りしないように,ど のようにして改革のイ ンセ ンテ ィブを持続
させるかという,『新たな経営的な問題が生 じて くることは確かである⑳。
ともあれ,も しこうした状況が今後も進展すれば,高 齢者の移動の可能性というものは著 しく
否定 されてい くことになって しまう。こうなれば,前 節で述べたような高齢者のノウハウを社会
内に還元することは不可能になるし,ま た,何 よりも,高 齢者が狭い地域に移動範囲を制約され
ることによって,精 神的 ・肉体的健康が損なわれることが考えられる。
後の節で述べるが,バ スなどは,そ れに乗 り合わせることで,乗 客の間,運 転手との間でコミュ
ニティーの場が形成 しうるという点において,病 院の診療所などと同じように公的空間としての
重要な役割を もっている。 しかも,病 院の診療所 とは違ってモラル ・ハザー ドの問題が生 じない
(19)も ちろん,市 営などの公的運営がなされている部分も大きい。このように民間企業と公営企業が並存
していることは,ま た新たな競争政策上の問題を引き起こしている。この点,詳 しくはバス産業を論 じ
た節を参照されたい。
(20)こ の議論か ら発展させれば,近 年,公 共事業に対して事業効率の観点から厳密にその評価付けを行い,
できるだけ民営化をして 「小さな政府」化を目指そうということが提案され,実 行に移されてきている
が,あ まりにもこめ事業効率(正 確にはコス ト・ベネフィット分析という)を 絶対視 しすぎると,本 当
に必要な公共事業まで行われることがなくなってしまうという危険性 もある。
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という点において有効な政策である。
そ して,高 齢者の移動 という観点か らは,交 通車両のバ リアフリー化が必須の条件となる。 こ
の点,バ リアフリー法の制定によって,か なり事態はよくなってきている。
地方の問題性の重要性については,前 節で述べたが,地 方においては,高 齢者の比率が都市部
に比べて今後 も圧倒的に大きいということが,今 後地方政策の大きな問題 としての しかかって く
るだろう。 したがって,前 節の内容とも関わ って くるが,高 齢者問題の解決 と地域振興の問題は
表裏一体の関係にある。 したがって,こ の両面を連関関係の中にしっか りと位置づけ,両 者の同
時的解決を早急にはかっていかなければな らない。
4.バ ス 事 業
(1)バ ス事業の重要性
バスは,地 方において,生 活保障に欠かすことのできないものである。第3節 において,「 高
齢化社会 と交通」との関係を論 じた時に触れたように,地 方の,特 に過疎化が進んでいる地域で
は,車 が唯一の移動手段であるにもかかわらず,自 分で運転することができないため,バ スに頼
らざるを得ない人が高齢化によって増えている。
また,バ スは環境にもやさしい乗 り物である。マイカーとは違 って,一 度に多数の人を運ぶこ
とができるため,環 境負荷低減という意味での効率性は高い。高齢者に配慮 した低床式車両 もか
なり導入されてきている。
しか し,2000年 以降に行われてきた,需 給調整規制の撤廃によって,従 来 の内部補助体制 に
よる不採算路線の維持が難 しくなった。さらには,採 算路線では,新 規参入が起 こり,競 争が激
化す るなかで収益率が低下 している㈱。 こうして,地 方におけるバス事業 は,基 本的に採算 に
乗 らない構造になってきている。加えて,地 方生活路線の特徴は,も ともと過疎化の進行によっ
て人口が減少 しており,移 動需要が少ない上に,従 業員の高齢化が進み,最 大の費用項 目である
人件費がかさむ構造になっている。今後,さ らに競争政策が推進されていけば,バ スに対する補
助はより大幅に見直され,極 めて多 くの地方の生活路線が廃止されていく可能性がある㈱。
(2)TDMの 試み ・バス レー ンの設置
ここでは,当 然のことなが ら公的負担の是非が問われるところであろう。経済効率 というだけ
(22)こ の競争の激化は,と くに貸切事業において顕在化 しているが,乗 り合い事業においても相当なダメー
ジが出てきており,特 に事業形態による問題の深刻さに差はない。
(23)現 に規制緩和政策が導入されて以降,バ ス事業者に対する補助の見直し,そ れによる採算性の更なる
悪化から,バ ス会社従業員の賃金の切 り下げが大幅に行われ,生 活がなりたたない状況にまで至ってい
る。熊本県の代表的な会社であったバス事業者である九州産交の倒産は,そ うした状況を如実に物語る
実例である。また,人 員削減によって,一 人当たりの労働条件が強化されれば,安 全運行の確保にも問
題が生 じてくる。
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でなく,環 境保護や地域政策 といった観点から,バ スを社会的に必要なものとして公的に再認知
し,こ れに対す る公的負担を継続,拡 充 していくことが必要である。
しかしながら,そ の一方で,全 面的に公的負担に頼 ることは,組 織規律の引き締めといった観
点など,様 々な点から問題が残ることも確かである。補助の原則である 「ワン・アームス ・レン
グス」の原理に従いながら,後 述するように,バ ス事業者 自身の経営努力も,最 大限に引 き出し
ていかなければならない。
なお,こ れは公的役割の分野に属することであるが,バ スの利用を増やすためには,な により
もその利便性を高めなければな らない。そのためには,ま ず渋滞の影響をバスが受けないように
することが必要である。 そこで,現 在各地方 自治体で進められているのが 「バスレーン」の設置




分離する形で設置するのが望ましいだろう。そうすれば,公 共事業のあり方 も見直され,公 共交
通機関を活かすような,よ り社会的に望ましい道路建設が実行されることになるだろう。
利用者にとっての利便性を高める上では,い つ頃バスがバス停に到着するか といった状況を知
らせるような情報の拡充 も求められる。 この面での取 り組みは相当すすんでいるが,ITS(高 度
道路情報システム)の 発展は,こ うした利便性を今後さらに高め,バ ス事業の再生につき,明 る
い材料を提示 して くれるものと期待 している(⑳。
(3>地 域 における新たなバス事業活性化の試み
バス事業 を活性化す るために,現 在,各 地方 公共 団体 において様 々な実験 的な取 り組みがな さ
れて いる。 その中で も広 く試 み られてい るのが ワ ン ・コイ ン ・バ ス,す なわ ち100円 バ ス(2;)の
運 行で ある。 また,こ の試 みには,地 域 実験 と して,国 土交通省か らの助成金 が多 く振 り向けら
れてい る。
しか し,こ こでは,既 存路線 を運行 してい る事業者 との競合関係 に伴 って生 じて くる問題があ
る。す なわち,100円 バ スが乗 り入 れた路 線で以前か ら運行 を行 っていたバス会社 にとって は,
不 利な立場 に置 かれるか らであ る。 なぜな ら,一 方 は地域実験 として,国 な どか ら公的な補助を
(24)ITSに 関しては,現 在はその本格的利用のスター ト時点にたったばかりであるとみなしてよいだろう。
これまでの段階は,ITSを 可能にするような技術開発の段階であった。今や,そ うした技術がようやく
出揃い,今 後は,各 地域の現状に合わせて,そ れらをどのように効果的に組み合わせていくかというと
ころに,段 階が移 ってきている。 これは,地 域実験の課題として公的にも大きく取り上げられている。
(25)料 金を100円 硬貨1枚(ワ ンコイン)の 均一運賃に設定 した新 しいバスサービス。低廉でわかり易く,
また運賃収受 も簡単なので,コ ミュニティーバス(自 治体が支援 している)へ の適用が急増 している。
代表的なものとして,東 京都武蔵野市の 「ムーバス」の例がある。民間の事業者で も,2002年2月 か
らの路線バスの規制緩和を契機として,新 分野の開拓,バ スイメージの向上からの導入も増加 している。
2002年 版 『知恵蔵』 より。
70『 明大商学論叢』第86巻 第3号(290)
受 け,料 金 を安 くして需 要を吸い上 げ,拡 大 できるのに,他 方 では これ までの収 支採算構造 の中
で競争 に対処 していかなければな らないのである。 この よ うな,公 的な事業 が民間事 業 に対 して
不利 な状況 を与 えるこ とを 「クラウデ ィ ング ・ア ウ ト」 とい う。
この クラウデ ィング ・ア ウ トの他の例 と しては,バ ス ・セ ンターにおける取 り扱い にも見 るこ
とがで きる。バ ス ・セ ンターか ら一般道路 に出て行 く際の順番設定 につ いて,民 間会社の方が公
営会社 よ りも不利 な取 り扱 いを受 けてい たという報 告があ る(26)。
しか しなが ら,100円 バ スのよ うな コ ミュニテ ィ ・バ スは,主 と しては,既 存のバス会 社 が入
り込 んでいか なかったよ うな,よ り狭い,住 宅に密 着 した ところで ある ことを考 えた場合,あ ら
た な需要 の掘 り起 こ しの努力 の表 れ として,積 極 的 に評 価すべ きで あろ う。 そ して,こ の ような
路線 の乗 り合 い客 は,お 互 いが顔見知 りであ るこ とも多 く考え られ,バ スの社 内 自体 が新 たな コ
ミュニ テ ィ空 間 を形成 し,コ ミュニテ ィ再生の一助 とな ることが期待で きる。
(4)バ ス事業者側の新たなマーケティング努力の必要性
100円 バスの導入以外にも,バ ス事業者側は,規 制緩和後の厳 しい事態に直面 して,新 たな活
路を見出すべ く,こ れまでにない真剣な取 り組みが従業員一人一人に求められることは否めない。
たとえば,乗 客 に対する付加価値的なサービスとは何かを模索することや,ま ずなによりも,自
社がどのような路線を運営 しているかという基本的なところがらしっか りと認識することが出発
点 となる⑳。
また,高 速バスの需要 も増加 している。車内施設の充実による快適 さの向上と,デ フレの進行
があいまった結果である。 この市場をどのように拡充 していくかということも,今 後のマーケティ
ング課題であろう。
さらには,安 全の確保は絶対的な使命である。にもかかわらず,最 近,バ スの運行に関わる問
題 ・事故が多発 している。たとえば,業 務走行中の飲酒問題などである。事故を起こして しまえ
ば,そ れまでのマーケティングがすべて水の泡と帰 して しまう。そうならないよう,業 界側か ら
の自主規制を厳格に行 っていかなければならない。具体的には,始 業前点検の徹底などである。
(5)小 括
以上,バ ス事業の現状 と将来展望について簡単に展望 してきた。バス事業は規制緩和政策の下
で非常 に苦 しい経営環境におかれているが,そ の社会的重要性はますます高まっている。事業者
側の経営努力を引き出しながらも,公 的負担の導入 が今後 も維持 ・拡充 されるべきである。 しか
し,そ の一方で,ど の程度までの水準が適切な補助の額なのかを明らかにすることが必要だろう。
(26)2003年 春,筆 者が行った,九 州産交での経営者か らのヒアリングより。
(27)交 運労協主催で行われた2003年12月 のバス研究会におけるバス協会か らの講演より。 この点,'バ ス
会社の従業員の認識はまだ浅いとの反省の弁が労働者の側か らも出された。また,別 の機会には,大 阪
のバス事業者から,こ のような時期だからこそ,ビ ジネス ・チャンスが見出せるのであり,貸 切専業の
将来をあまり暗 く見るべきではないという見解も示 された。
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そのためには,コ ス ト積み上げによる適正運賃の算定を全面的に行うことが,安 全確保という観
点からも必要である。
5.タ ク シー事 業
(1)タ ク シー事業の今 日的役割
タクシーは,か つては富裕品と見なされ,い までも少なからぬ数の人々によって,贅 沢な乗り
物だと考えられている。 しか し,タ クシーは,現 在,あ るいは今後高齢化が進んでいくに従って,
ますます公益性を増すものと考え られる。そして,社 会 としても,そ のようなものとして認識し,
そのあり方について,し っか りと考えていかなければならない。
とりわけ地方においては,規 制緩和による鉄道,バ ス事業の不採算路線か らの撤退によ り,自
家用車,も しくはタクシーに頼 らざるを得ないような地域が増えてきている(28)。
特に高齢化が進むと,介 護 タクシーの重要性が増 してくる。高齢者が外出することは肉体的に
も精神的にも,そ の人のためになる。その時,高 齢者の移動に関して専門的な知識と専門的な機
材を装備 した介護タクシーは大いなる力を発揮するだろう。
また,一 般的に言 っても,憲 法上の諸権利を保障するための1つ の理念である 「交通権」を保
障するためにも,自 家用車だけでは地域の足を確保 したことにはならず,そ こには何 らかの形で
公的な交通手段の確保が必要 となる。 その役割を担 うものこそ,こ れからはタクシーであると考
え られるのである。よって,タ クシー業界が,適 正な利潤を確保 しつつ,社 会的役割を担えるよ
うな市場環境を整えてい く必要があるだろう。
② 規制緩和政策導入後の市場の変化
一方 で,タ ク シー業界 をめ ぐる環境 は激変 している。交通産業 全般 にわた る規制緩和政策 の一
環 と して,タ ク シー業界 も激 しい競争環境 にさ らされ る'ことに な ったの で あ る。2002年2月1
日,改 正 ・道路運送法 が施行 され,従 来の需給調整規制 が撤廃 され,運 賃 設定 も自由化 されるこ
とにな った。 その結果,現 在,各 地 で激烈な価格引 き下 げ競争 が現 出 し始 めて いる(29)。
(28)現 在,バ ス路線の撤退にあたって,そ の路線の公共輸送を引き継 ぐものとして,タ クシーがその役割
を明示的に担ってきている。
(29)「 近畿運輸局は2002年6月4日,大 阪と京都のタクシー会社13社 の遠距離割引き運賃を認可 した。2
月に改正道路運送法が施行され,運 賃の自由申請が認あ られたことに伴う運賃値下げの第1弾 で,6月
12日 からの実施となった。13社 のうち12社 が大阪府に本社を置 くタクシーで,全 社とも運賃が5000
円を超えた際に超過分を5割 引きとすることを申請,認 められた。これまで夜間に一万円程度かかって
いた距離で,7000円 ～7500円 になるという。茨木高槻交通,関 西中央交通,関 西中央 タクシー,太 平
タクシー,ユ タカタクシー,三 日月 タクシー,大 商タクシー,大 阪阪神タクシー,極 東交通,新 阪神タ
クシー,新 日本交通,エ ヌ ・エヌ ・ティーの12社 で,大 阪の全タクシー約1万6000台 の約1割 が値下
げ車両となる。京都の関西タクシーは5000円 以上の超過分の3割 引が認められた。2月 に全国で出さ
れた値下げ申請の約25%が 大阪に集中。他にも,大 阪,京 都の50社 が初乗 り運賃割引や深夜早朝割増
廃止などの値下げを,神 戸は21社 が初乗り運賃値下げなどを申請中で,今 後値下げ競争が激化 しそう
だ。申請の大阪集中について同運輸局は,「 値下げによる減益より,回 転率向上を狙う積極的な経営者
が多い」 と評価 している。」2002年6月4日 付毎日新聞。
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また,様 々な形でサ ー ビスの多様化 も進 んでい る。 た とえば車体広告 の実施 やカー ド決済を可
能 と した こと,ま た定期券 の導入 な どであ る。
しか し,従 業員の賃金の低下 は,そ れを どのよ うに補 うかに よって,地 域 によ っては労 働強化
を 引き起 こす こ とに もなってい る(30)。また,賃 金水準 の低 下 は,年 金 を も って生 活 費を補 う こ
とので きる高齢者が タクシー運転手 の主 体 となる事 態 にもつ な が って いる⑳。 この こ とが,あ
る面 において業界の革新的 な姿勢 を弱 め る結 果 ともな って いる。
(3)MKタ ク シーの活躍
こ こで は,特 にこの業界 において,革 新的 な経営行動で広 く世 間の 注 目を浴 び てい るMKタ
クシーの動 きにつ いて見てみ たい。
MKタ クシーは,昭 和35年,ミ ナ ミタ クシー株式 会社 と して設立 された。平 成16年 に創業44
周年 を迎 えてい る。その営業区域 は京都 であ る。
MKタ クシー は,徹 底 した顧客 サー ビスの追及 によ って,急 速 にその知名度 を高 めた。 制服 を
そ ろえ,乗 客に対す る挨拶の徹底,態 度 が悪 ければ料金 は支払わな くて もよいとい った社 内広告
は,今 日の厳 しい顧客獲得競争 をはるかに先 取 りした ものであ った。
平成13年10月14日 付 けの 日経 流通 新聞 において発表 され た 「2001年 度版 サー ビス業総 合調
査」 のハイ ヤー ・タク シー部 門において,2000年 度 の全 国のハ イ ヤー ・タク シー企業 の売 上 高
を も とに作成 され た順位 において,MKタ クシーは全国で10位,前 年 比7.2%の 伸びをみせた。
上 位52社 の うち,半 数以上 の32社 はマイナ ス成長 であ り,地 方 タクシー会社 の買収 で売上高 の
伸 びた3位 の第一交通 産業を除 くと,MKタ クシーは最 も業績 を伸 ば した会社 といえ る(3:)。
MKタ クシーが全国的 に話題 を呼 ぶよ うにな ったのは,や は り規制緩和政策導入以 降の ことで
ある。MKタ クシーは2001年 末か ら2002年 初めにかけて,名 古屋市 内で無料 タ クシーを運行 し
た。会社側 の見解では,こ れを一種 の宣伝行 動 として位置 づけ るとい うもの であ った。 しか し,
これ に対 しては当然なが ら他の タク シー会社 の営業 を妨害 す る もので あるとのク レームがつき,
国土交通 省 も当初,こ う した形 での営業 を承認 しなか った。 しか し,MK側 の訴 えがあ り,裁 判
で争 った結 果,MK側 が勝訴 したために,事 業認可 が行 われたので ある。
(30)確 かにタクシー運転者の勤務時間は,勤 務協定によって,厳 格に守られるべきものである。 しかし,
競争が激しい地域では,少 しで も他の車より早 く出庫して乗客を拾うために,ど んどん早朝の始業時間
が早まっているという報告がある。これによって,疲 労が蓄積し,安 全運転が阻害される危険性が生じ
ることが危惧される。また,タ クシー業界では一般的に,最 低限の営業ノルマが課せ られており,そ の
実車(お 客を乗せて実際に走ること)距 離が一定水準に満たない場合,そ の日の儲けは全額会社に没収
されることになる。そのため,実 車距離が足りない場合には,自 分で乗ったことにして,つ まり持 ち出
しをすることによって必要距離が満たされることが行われることになる。
(31)タ クシー会社に勤務 している場合,大 抵の場合は1台 の車を2人 で共有することになる。その結果,
実際に営業を行うのは2日 に一度,月 あたりで言えば10日 あまりとなる。1日 の儲 けの半分 を会社に





ここからは,健 全な競争と不公正競争の線引きをどこで行った らよいのかという難 しい問題が
提起される。世論の支持とい うことであれば,当 然安ければそれに越 したことはないだろう。 し




かといって,MKタ クシーのような革新的な行動を完全に押さえ込んで しまえば,そ こに業界
としての将来性,発 展性は閉ざされて しまうだろう。やはり,具 体的な最低限のルール設定を業
界の側から社会にしっかりと提示 し,公 の判断を仰いでい くしかないだろう。
(4)タ クシー事業に対する規制緩和政策に見る問題性
今回の改正にあたっては,規 制を緩和するにあたってのセーフティーネ ットとされる 「緊急調
整措置」が 「特別監視地域」指定を導入 しつつ制度化 された。 しか し,現 状では,こ の制度が有
効に機能 していない。
交通労働者が業界横断的に組織 している交通政策に関する団体である交運労協の2002年 度の
政策集会において,ハ イヤー ・タクシー部会の報告から,こ の緊急調整措置のあり方について意
見が出た。過去にも同様の措置が設けられていたにもかかわらず,厳 しい運賃競争が繰 り広げら
れるなかで,そ れが一度 も発動されることはなかったという批判である。確かにこの点について
は,明 確な行政の介入基準をむ しろ業界の側か ら提示 し,そ れを認めさせることを しないと,無
理があるし,問 題性 も残 る。 まず,具 体的な基準がなければ,ど の時点で介入すればいいのかと
いう判断が難 しくなる。その点,適 切な経営資料をもとに具体的な問題となるような基準を算定
し,提 示できるのは業界側である。 もちろん,そ れが自らの業界保護 といった権益保護的なもの
になってはいけない。そのためにこそ,ど ういう方法で基準を設定 したのかについて,徹 底的に
情報開示 し,国 民の理解を得なければならない。その時に問題 となるのは,安 全に対する投資を
どのように評価するかということであろう。
また,基 準を明確化することで行政の恣意的な介入 ということも防ぐことができる。行政の恣
意的な介入を許すということは,規 制緩和の理念に反 し,事 態を全 く逆戻 りさせることになって
しまうか らである。
(5)経 済特区の設置に伴う問題:ボ ランティア輸送との競合
また,失 業者 の増大 か ら,タ クシー業界への転職 が進 んでいるが,こ う した未熟練 のタクシー
運転者が,ろ くに道 を知 らないま ま,平 気で営業 を行 ってい るな どとい った ク レームが利用者か
ら出て,問 題 とな っている(33)。




として,経 済特区構想(謝 におけるボランテ ィア輸送の有償化の問題がある。
ボランティア輸送とは,文 字通 りボランティア団体などが,そ の福祉活動の一環として,要 介
護者などの輸送を行 うことである。 これが従来は無償で行われてきたが,そ れを有償化すること
で事業化 し,団 体の運営基盤の強化をはかろうというものである㈲。
高齢者介護などの目的のために,特 別に配慮 ・工夫されたワゴンカーなどを運転することは,
確かに大切なことである。 しか し,特 別な配磨を要する人々を輸送するということになれば,当




これまで見てきたように,タ クシーは,今 後,そ の社会的役割を益々高めていくものである。
とりわけ地域社会ではタクシーはな くてはな らないものとなる。 しかし,過 当な競争の中で,タ
クシー業界は,そ の存立基盤を根底から揺さぶられる事態に立ち至 っている。 こうした事態から
脱却 し,健 全な市場競争を創造するためにも,緊 急調整措置の適切な発動体制を構築するととも
に,コ ス ト積み上げ方式によって具体的に適正運賃を策定するとともに,そ れをきちんと社会的
に説明することによって公的理解を求めてい くことが望まれる。
6.ま と め
以上,交 通規制緩和政策導入後の評価を,地 方経済と高齢化という2つ の観点を主軸に据えて
検証 してきた。地方経済は,情 報化に伴 う国際化が進めば進むほど,そ の重要性が増すことを捉
えた上で,も う一つの大きな社会変動要因である高齢化が進むのも地方経済であり,そ の対策を
.(34)最 近になって,経 済活性化のための手段 としてにわかに注目を集めるようになった経済特区構想につ
いては,そ の原型が中国にあることは周知の事実であろう。 しかし,両 者の間には大きな相違点が存在




(35)日 本のボランティア活動の財政的基盤の脆弱性については,確 かに問題祝 しなければならない。 日本
では,ボ ランティア活動は経済的に余裕がある人々が行う,ま ったくの無料奉仕であるという考え方が
未だに強 く残っている。 しか し,こ うした活動を継続的に行っていくためには,事 務局の運営費や,ボ
ランティア活動を行う人々の生活費など,様 々な形でお金が必要なことは確かな事実である。ボランティ
ア社会といわれるように,今 後ますますボランティア活動による社会全般にわたるきめ細かい対応が求
められるとき,こ れを公的にどのように財政的に支えていくべきかということを,よ り強 く追求 してい
かなければな らない。
(36)タ クシー会社の中には,介 護士の資格を取得させた上で,こ うした輸送を請け負うところも出てきて
いる。
(295)交 通規制緩和政策導入後の状況分析75
どのように行 ってい くかという分析において,高 齢者のもつノウハウの社会的活用をは じめとし
た政策の実践こそが,今 後の日本の産業競争力の新たな源泉とな りうることを主張 した。
そして,地 方経済を活性化 し,高 齢化社会を乗り切ってい くためにも,地 方交通の重要性は,
今後ますます高まっていくにも係らず,そ の基盤は,2000年 来の規制緩和政策 によって脆弱化
していることを見てきた。そして,こ の状況を打破するためにも,公 的支援の重要性を訴えた。
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